
 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 中 央 児 童 相 談 所 
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中央児童相談所 

１ 児童相談所の業務 

児童相談所は、児童福祉法第１２条に基づき設置されている行政機関である。本県には、中央、七尾の 

県２箇所に加え、平成１８年４月から金沢市が開設した市１箇所の計３箇所の児童相談所が設置されている。 

県の児童相談所は、主として次の業務を行っている。 

（１）市町の児童の福祉に関する業務の実施に関し、市町相互間の連絡調整、市町に対する情報の提供 

その他必要な援助を行うこと及びこれらに付随する業務を行うこと。 

（２）児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応ずること。 

（３）児童及びその家庭につき、必要な調査並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健 

上の判定を行い、これに基づいて必要な指導を行うこと。 

（４）必要に応じて、巡回して（２）～（３）の業務を行うこと。 

（５）児童の一時保護を行うこと。 

 

２ 相談の種類 
相談の種類は、その内容によって、次の１５の相談種別に分類される。 

相 談 種 別 内         容 

養 

護 
養 護 相 談  

父または母等保護者の家出、失踪、死亡、離婚、入院、稼動及び服役等

による養育困難な児童や棄児、迷子、虐待を受けた児童等環境に問題を

持つ児童及び養子縁組に関する相談 

保

健 
保 健 相 談  未熟児、虚弱児、小児ぜんそく、その他の疾患を有する児童に関する相談 

心 

 

身 

 

障 

 

害 

肢体不自由相談  肢体不自由児、運動発達の遅れを持つ児童に関する相談 

視聴覚障害相談 盲（弱視を含む）、ろう（難聴を含む）等視聴覚障害を持つ児童に関する相談 

言語発達障害等 

相   談  
音声や言語の機能障害、言語発達遅滞を持つ児童に関する相談 

重症心身障害相談 重症心身障害児（者）に関する相談 

知 的 障 害 相 談  知的障害を有する児童に関する相談 

発 達 障 害 相 談  発達障害もしくは発達障害と同様の症状を呈する児童に関する相談 

非

行 

ぐ犯行為等相談 虚言、浪費、家出、乱暴、性的逸脱等の問題行動に関する相談 

触法行為等相談 刑罰法令に触れる行為のあった児童に関する相談 

育 

 

成 

性 格 行 動 相 談  
友達と遊べない、落ち着きがない、内気、緘黙、不活発、家庭内暴力等 

性格行動上の問題を持つ児童に関する相談 

不 登 校 相 談  登校（園）できない、してない状態にある児童に関する相談 

適 性 相 談  進学や職業の適性、学業不振等に関する相談 

し つ け 相 談  幼児のしつけ、遊びに関する相談 

そ の 他 の 相 談  上記のいずれにも該当しない相談 
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３ 児童相談の流れ 
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

主
任
児
童
委
員 

福

祉

事

務

所 

警

察

関

係 

保
健
所
医
療
機
関 

県

・
市

町 

家

庭

裁

判

所 

児
童
福
祉
施
設
等 

里

親

等 

学

校

等 

家

族

親

戚 

近

隣

知

人 

児

童

本

人 

そ

の

他 

調 
 

査 
 

社
会
診
断 

 
 
 
 
 

 

心
理
診
断 

 
 
 
 
 

 

医
学
診
断 

一
時
保
護 

 

行
動
評
価 

 
 
 

 

そ
の
他
の
診
断 

総  合  診  断 

（ 判 定 会 議 ） 

児童福祉施設等入所措 置  指 

定 

医 

療 

機 

関 

委 

託 

家

庭

裁

判

所

送

致

 

家庭裁判所 

家事審判請求 

乳 
 

児 
 

院 

児

童

養

護

施

設 

児
童
自
立
支
援
施
設 

里 

親 

委 

託 

 
 

 

・医
療
型 

 
 

 

・福
祉
型 

障 

害 

児 

入 

所 

施 

設 

施
設
入
所
の
承
認 

親
権
（喪
失
停
止
）宣
言 

後
見
人
選
任
・
解
任 

 

・
送 

致 

 

・
通 

告 

 

・
相 

談 

子ども政策審議会 

児 童 福 祉 部 会 

援 助 方 針 会 議  

助          

言 

継 
 

続 
 

指 
 

導 

受 理 会 議 

訓
戒 

・誓
約
措
置 

在宅指導 
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４ 管内の状況 
 

(1) 管内の状況      

（人口、世帯数は、平成２８年４月１日現在、児童人口は平成２７年１０月１日現在） 

中

央

児

童

相

談

所 

市 町 名 人 口（人） 世 帯 数 児童人口（人） 相談受付件数 

小 松 市 １０６,６１２ ３８,２４２ １８,４１４ １８９ 

加 賀 市 ６６,７６０ ２４,８５２ ９,７１４ １５７ 

かほく市 ３４,１９５ １１,６５３ ５,８４９ ４９ 

白 山 市 １０９,５２６ ３８,７６３ １９,３９９ ２０４ 

能 美 市 ４８,７５１ １７,４００ ９,２８０ １０２ 

野々市市 ５４,９４５ ２４,７３７ ９,７６２ １４８ 

能美郡 川 北 町 ６,３５５ １,８４６ １,５０７ ７ 

河北郡 
津 幡 町 ３６,８４４ １２,５８７ ６,８６２ ５７ 

内 灘 町 ２６,９５８ １０,４８９    ４,６１２ ３６ 

管  外  ２５ 

計 ４９０,９４６ １８０,５６９ ８５,３９９ ９７４ 

 

 

(2) 県内児童福祉施設の設置状況（平成２８年３月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施  設  種  別  施設数 

乳 児 院  ２ 

児 童 養 護 施 設  ８ 

児 童 自 立 支 援 施 設 １ 

  障 害 児 入 所 施 設  

 （福祉型・医療型）  
７ 

指 定 医 療 機 関  

（筋ジストロフィー） 
１ 

指 定 医 療 機 関  

(重 症 心 身 障 害 ）  
３ 
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５ 相談の状況（平成２７年度） 
 

(1) 相談受付状況 

平成２７年度中に受け付けた相談総件数は、974件である。 

   相談種別では、心身障害相談が 413 件(42.3％)を占め、次いで養護相談が 406 件(41.8％)、育成相談が 81 件

(8.3％)と続き、非行相談が 71件(7.3％)となっている。 

心身障害相談は、知的障害にかかる療育手帳の判定、障害児施設の契約制度にかかる受給者証の交付が大

部分を占めている。 

                                         （単位：件） 

相
談
種
別 

 

区 

分 
 

養

護 

保

健 

心身障害相談  非行相談 育 成 相 談  
そ

の

他 

計

 

肢

体

不

自

由 

視

聴

覚

障

害 

言
語
発
達
障
害 

重
症
心
身
障
害 

知

的

障

害 

発 

達 

障 

害 

ぐ

犯 

触

法 

性

格

行

動 
不

登

校 

適

性 

し

つ

け 

件 数 406 2 16 14 0 8 349 26 39 32 58 18 0 5 1 974 

構成比 

（％） 
41.8 0.2 1.6 1.4 0 0.8 35.8 2.7 4.0 3.3 6.0 1.8 0 0.5 0.1 100.0 

 

(2) 経路別相談受付状況  

                        （単位：件） 

経 

路 

 
 

 
 

 

区 

分 

県･指定都市・中核市 市町村 保
育
所 

児
童
福
祉
施
設 

指
定
医
療
機
関 

児
童
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー 

警
察
署 

家
庭
裁
判
所 

保
健
所 

医
療
機
関 

学校等 里 

親 

児
童
委
員
（仲
介
含
む
） 

家
族
・親
戚 

近
隣
知
人 

児
童
本
人 

そ
の
他 

計 

児
童
相
談
所 

福
祉
事
務
所 

保
健
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

福
祉
事
務
所 

児
童
委
員 

保
健
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

幼
稚
園 

学
校 

教
育
委
員
会
等 

件数 58 1 5 12 320 0 9 45 25 3 155 10 1 7 2 46 25 3 0 188 42 5 12 974 

構成比 

（％） 
6.0 0.1 0.5 1.2 32.8 0 0.9 4.6 2.6 0.3 15.9 1.0 0.1 0.7 0.2 4.7 2.9 0.3 0 19.2 4.3 0.5 1.2 100.0 

 

(3) 相談処理状況 

 助言指導が４９．３％、通所指導が３９．９％、児童福祉施設等への措置（委託）が２．８％となっている。 

                                     （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 件数には前年度未処理のケース分を含む。 

 

処
理
区
分 

区 

分 

助

言

指

導 

通

所

指

導 

他

機

関

紹

介 

児
童
福
祉
司
指
導 

福
祉
事
務
所
送
致 

児

童

福

祉

施

設

 

指
定
医
療
機
関
委
託 

里

親

委

託 

家
庭
裁
判
所
送
致 

利
用
契
約 

障
害
児
施
設
へ
の 

そ

の

他 

計

 

件 数 537 435 9 21 8 31 0 6 1 8  36 1,092 

構成比 

（％） 
49.3 39.9 0.8 1.9 0.7 2.8 0 0.5 0.1 0.7 3.3 100.0 



 18 

 (4) 養護相談処理状況 

 養護相談のうち６．５％が児童福祉施設等への措置となっている。虐待に関する相談件数については、全国的

に増加しており、当所においては、虐待処理件数は３１６件と微減しているものの横ばい傾向にあると言える。   

 

虐待処理ケース件数の年度別・虐待内容別内訳（平成２７年度）          （単位：件） 

虐待区分 

年 度 
身体的虐待 

保護の怠慢 

ないし拒否 
性的虐待 心理的虐待 計 

平成２３年度 １２８ ９６ ３ ９１ ３１８ 

２４年度 １０７ ６９ ３ ９０ ２６９ 

２５年度 ９８ ６４ ５ １００ ２６７ 

２６年度 １１３ ７４ ７ １３５ ３２９ 

２７年度 １１１ ７６ ６ １２３ ３１６ 

 

 

(5) 判定の実施状況 

① 医学判定 

嘱託医は、療育手帳や特別児童扶養手当のための医学的診断及び一時保護児童や施設に措置する児童

の医学的診断を行うとともに、医学的見地から児童福祉司や児童心理司にスーパーバイズしている。また、児童

本人や保護者に対して専門的な見地から助言指導を行っている。 

 

② 心理判定 

  心理判定は、児童心理司が心理検査や面接・行動観察などによって児童の心理や知的能力等を判定するも

ので、その処遇の決定や相談・援助を進める上で重要なものである。 

   判定について相談種別で見ると、障害関係が多くを占めているが、これは療育手帳や特別児童扶養手当等

に関する判定件数が多いことによる。 

判定の実施状況 （平成２７年度）                                       （単位：件） 

 

 

 

 

 

判定項目 

 

 

相談種別  

判    定    方    法 

医 学 判 定 心 理 判 定 

小 児 科  精 神 科  そ の 他 知能検査 発達検査 人格検査 面接観察 

相

 

談

 

種

 

別 

養 護 ５５ ３ ６５ ３７ ３ ２１ ４１０ 

障 害 ９４ ２４４  ２９７ ８５  ４２１ 

非 行 １０  １０ １６  １１ ７２ 

育

成 

不 登 校    ２    

性格行動 ３  ３ ７  ２ ８ 

そ の 他 １  １  １   

そ の 他 １  １８   １  

計 １６４ ２４７ ９７ ３５９ ８９ ３５ ９１１ 
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(6) 出張相談の実施状況（平成 27年度） 

 

児童相談所では、管内全ての児童等に対して、地域に密着した相談・援助活動を行うため、精神科医・児童心

理司・児童福祉司がチームを組んで、来所が困難な場合などに出張相談を行っている。 

 

平成２７年度の実施状況は次のとおりである。 

実 施 

市 町 

実 施 

回 数 

相  談 

延件数 
相 談 内 容 内 訳 

小松市 １２回 ２４件 療育手帳判定・特別児童扶養手当の診断 

 

 

(7) メンタルフレンド派遣事業・聴能訓練事業 

① 不登校児に対するメンタルフレンド派遣事業 

不登校で家に引きこもりがちな児童や、人とのかかわりがうまくできない児童に対して、兄姉に相当する年代

の者（大学生等）を心の友（メンタルフレンド）として派遣し、話し相手になったり、スポーツや遊びの相手になっ

たりすることで、児童の心の成長を図ろうとするものである。 

本事業の実施により、登校を再開したり、当所や他の相談機関に通うようになったりなどの効果が見られてい

る。 

メンタルフレンド派遣事業実績 （平成２７年度） 

内 訳 

 

 

年 度 

対 象 

児童数 

メ ン タ ル フ レ ン ド 

登録者数 派遣者数 
延べ派遣 

回  数 

児童 1人 

当り平均 

派遣回数 

平成２３年度 １人 ３７人 １人 １７回 １７回 

      ２４年度 １人 ３９人 １人 ３３回 ３３回 

      ２５年度 １人 ３９人 １人 ３３回 ３３回 

      ２６年度 １人 ３８人 １人 １６回 １６回 

      ２７年度 １人 ３９人 １人 ２２回 ２２回 

 

 

② 難聴幼児に対する聴能訓練 

難聴幼児とその保護者を対象として、言語聴覚士により、週一回通年で集団指導形式により、児童には聴能

訓練を、保護者には家庭での訓練方法を指導している。 

 

聴能訓練事業実績 （平成２７年度） 

 対象実人員 実施回数 参加延人員 

実 績 １4組 ４7回 455組 
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(8) 一時保護業務の実績 

児童福祉法第１２条の４により、当児童相談所に一時保護所が設置されている。 

一時保護は、児童福祉法第３３条及び、児童虐待防止法第１１条の４の規定に基づき、緊急保護、行動

観察及び短期治療を目的として実施されている。 

一時保護を必要とする児童のうち、乳児は乳児院に一時保護委託するとともに、児童の状況により、他

の児童福祉施設や里親等に委託する場合もある。 

 

① 保護概況（平成２７年度） 

一時保護所の入所実人員は昨年度より増加し、一時保護の年間保護延べ人数は減少した。 

平成２７年度一時保護所での一人平均保護日数は、前年比減となっている。 

 

 

区 分 
 

一 時 保 護 所 一 時 保 護 委 託 
一時保護 

延べ人数 

総  計 
入 所 

実人員 

退 所 

実人員 

１人平均 

保護日数 

保護延 

べ人数 

委託実人員 
１人平均 

保護日数 

保護延 

べ人数 児童福 

祉施設 
その他 

２６年度 ６０（ ４）人 6０人 34.4日 2,089人   16人 0人 27.6日 442人 2,531人 

２７年度 ８１（ ４）人 ８２人 23.6日 1,912人    5人 2人 47.0日 329人 2,241人 

注１：（ ）内は前年度からの繰越分で外数。 

 


